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Ａ．研究目的 
近年、生活保護制度において多剤投薬及

び重複投薬に特化したレセプト点検や、薬

局と連携した薬学的管理・指導の強化の取

り組みが実施されている。平成29年より被

保護者が処方箋を持参する薬局をできる限

り一カ所にし、薬局で薬学的管理・指導を

実施するとともに、薬剤師が重複処方等に

ついて医師に情報提供を行う予算事業が開

始されている。令和元年度からは、被保護

者が医療機関の受診及び調剤薬局の利用の

際に、お薬手帳を持参することで、併用禁

忌薬の処方防止や重複処方の確認を行うモ

デル事業（「お薬手帳を活用した重複処方

の適正化」）が複数の自治体で実施されて

いる1。 

ただし、現時点では、被保護者の多剤投

薬や重複投薬に関しては、その実態は明ら

かになっていない。多剤投薬、重複投薬は

薬物有害事象のリスクがあり、被保護者の

健康を維持していく上で大きな問題となり

うる2-3。一般的に多剤投薬

（polypharmacy）は5～6剤以上の処方薬の

併用と定義されている4。薬剤を投与され

ている65歳以上の被保護者のうち、同一月

内に15種類以上を処方されている患者は約

10％であることが報告されている5。ま

た、重複投薬（同一月内に同一成分の薬剤

を複数医療機関から処方）を受けている被

保護者は、全国で薬剤を処方されている患

研究要旨 
近年、⽣活保護制度において多剤投薬及び重複投薬に特化したレセプト点検や、薬局と連携し
た薬学的管理・指導の強化の取り組みが実施されている。しかし、多剤投薬、重複投薬を受けて
いる被保護者の個⼈要因や投薬内容など詳細な内容について検討している研究は知る限り報告
されていない。本研究は、関⻄地⽅の中核市 A 市の医療扶助レセプトデータならびにケース記
録を活⽤し、被保護者の多剤投薬、重複投薬の実態を明らかにすることを⽬的とした。A 市の
2023 年上半期の医療扶助レセプト点検で確認された多剤投薬者の中は 75 ⼈のうち、性別、年
代、投薬数を考慮した 19名を分析対象者とした。その結果、最も投薬数が多かった被保護者は
38種類の投薬を受けており、被保護者の既往歴では整形外科系疾患や精神科系疾患が多かった。
既往歴が３つ以上ある者が⼤部分を占め、既往歴が⼀番多い者では 23の診断名がついていた。
重複投薬を受けている者は 5名だった本研究でも、⼀般患者集団と同様に、被保護者の多剤投薬
に疾患数が関係しており、既往歴として整形外科系疾患や精神科系疾患が多い状況が⾒出され
た。 



別添４−１ 
令和５年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業） 

分担研究報告書 

 
 

- 36 - 

者の2.7％だったことが分かっている5。し

かし、公的扶助（生活保護を含む）受給者

において多剤投薬、重複投薬を受けている

者の個人要因や投薬内容など詳細な内容に

ついて検討している研究は知る限り報告さ

れていない。 

以上より、福祉事務所は、被保護者の多

剤投薬、重複投薬の実態を把握して、医薬

品の適正利用を推進するとともに、被保護

者の生活の質の維持・向上を図ることが求

められている。 

そこで本研究では、先進的に被保護者健

康管理支援事業に取り組んできた自治体の

医療扶助レセプトデータならびにケース記

録を活用し、被保護者の多剤投薬、重複投

薬の実態を明らかにすることを目的とし

た。 

 

Ｂ．研究方法 
1. 研究デザイン 

事例研究（ケーススタディ）分析による

質的研究 

 
2. 研究対象 

 関西地方の中核市であるA市の2023年上

半期の医療扶助レセプト点検で多剤投薬者

（同一月内に15種類以上の医薬品の処方を

受けている外来患者）5と確認された18歳

以上の被保護者。ただし、施設入所者、薬

剤による訪問薬剤管理指導・居宅療養管理

指導の利用者を除く。 

 
3. 調査期間 

 2023年12月～2024年2月 

 
4. 調査方法・内容 

A市の2023年上半期の医療扶助レセプト

点検で確認された多剤投薬者の中から、性

別、年代、投薬数を考慮し、分析対象者を

選定した。分析対象者の選定は、A市福祉

事務所で健康管理支援事業を担当する保健

師に協力を得て行った。分析対象者の医療

扶助レセプトから多剤投薬に該当した月の

薬剤名を抽出した。また、分析対象者のケ

ース記録から、個人属性（性別、年齢）の

ほか、既往歴、保護開始時期、保護理由、

他法他施策利用の有無、就労歴、学歴、婚

姻歴、同居家族の有無、別居家族の情報、

他者（家族を含む）との交流の有無とし

て、情報を抽出した。また、分析の参考と

なる情報を「その他」として記載した。 

 
5. 分析方法 

 Yin6の事例研究（ケーススタディ）分析を

用いて、「4. 調査方法・内容」に記載した内

容を整理した。また、医療扶助レセプトの薬

剤名から重複投薬（同一月内に同一成分の

薬剤を複数医療機関から処方）5についても

確認した。 

 
（倫理面への配慮） 
被保護者の健康状況に関する福祉事務所

への質的研究の実施については、大阪医科

薬科大学研究倫理委員会（審査番号 2022-

089）および京都大学医学部医の倫理委員会

（R3565-1）において承認を得ている。 

 

Ｃ．研究結果 
1．研究対象者の概要 

A 市の保護率は 23.74‰であった（2023 年

末時点）。 A 市の 2023 年上半期の医療扶助

レセプト点検で確認された多剤投薬者の中
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は 75 人だった。その中から、性別、年代、

投薬数を考慮した 19 名を分析対象者とし

て選定した（表 1）。若年者として 20～30 歳

代の 3 名が選定された。最も投薬数が多か

った被保護者は、38種類の投薬を受けてい

た（ID2）。 

 詳細な分析結果は表 2（添付資料 1）に

記載した。被保護者の既往歴として、特に整

形外科系疾患や精神科系疾患が多かった。

既往歴が３つ以上ある者が大部分（17 名）

を占めていた。既往歴が一番多く記載され

ている者では、23の診断名がついていた（ID 

14）。重複投薬を受けている者は 5名（ID 1

～3、5～6）だった。重複投薬の薬効分類は、

解熱鎮痛消炎剤、鎮痛・鎮痒・収斂・消炎剤、

抗ヒスタミン剤、消化性潰瘍用剤、下剤・浣

腸剤、血液凝固阻止剤（ヘパリン類似物質油

性クリーム、ヒルドイドソフト軟膏）であっ

た。また、 同一医療機関から同じ 8種類の

処方薬を含む処方箋が 2 枚発行されていた

が、異なる調剤薬局に行って処方薬を受け

取ったと思われる者がいた（ID 12）。 

他法他施策を受けている者も多く、精神

障害者保健福祉手帳、身体障害者手帳の取

得者や自立支援医療の受給者が多かった。

療育手帳取得者もいた。同居家族では、家族

がおらず一人暮らしの者が多かった（12名）。

学歴では高校卒が一番多かった（10名）。1

名を除いて全員過去に就労歴があったが、

現在就労している者はいなかった。他社と

の交流に関しては、記載がなかったケース

が多かったものの、別居家族と交流がある

者、別居家族と疎遠の者、近所の知人から支

援を受けている者とさまざまであった。 

 

 

表 1 分析対象者 
ID 年齢 性別 投薬

数 
選定理由 

1 56 女性 27 多剤投薬 
2 62 女性 38 多剤投薬 
3 72 女性 24 多剤投薬 
4 69 男性 25 多剤投薬 
5 65 男性 28 25種類以上投薬 
6 59 女性 28 25種類以上投薬 
7 46 女性 25 25種類以上投薬 
8 76 女性 30 25種類以上投薬 
9 53 女性 31 25種類以上投薬 
10 62 女性 29 25種類以上投薬 
11 72 男性 32 25種類以上投薬 
12 45 男性 28 25種類以上投薬 
13 69 男性 27 25種類以上投薬 
14 59 女性 33 25種類以上投薬 
15 53 女性 30 25種類以上投薬 
16 50 男性 29 25種類以上投薬 
17 27 男性 15 若年 
18 34 女性 21 若年 
19 33 女性 21 若年 

 

Ｄ．考察 
本研究では、関西地方の中核市の医療扶

助レセプトデータならびにケース記録から、

被保護者の多剤投薬、重複投薬についての

詳細な実態を把握することができた。 

多剤投薬は疾患数と種類と関連しており、

高齢者では疾患数が多いほど、多剤投薬を

受ける可能性が高くなることは知られてい

る 7-9。多剤投薬の発生率は、疾患の種類と

組み合わせによって異なることも明らかと

なっている 7-9。また先行研究では、多剤投

薬と関連する疾患として、心血管障害、内分

泌障害、消化器障害、泌尿器障害、代謝疾患、

頻尿、不眠症が挙げられている 8。本研究で

も、既往歴が３つ以上ある者が 17名と大部

分を占めていたことから、多剤投薬には疾

患数が関係しているという先行研究の知見

と一致した。そして、本研究の被保護者の既
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往歴としては、整形外科系疾患や精神科系

疾患が多かった結果も他の先行研究の結果

と一致していた 10-11。 

多剤投薬と社会経済的地位との関係性は、

2000 年代以降の海外の先行研究を集めた系

統的レビューとメタ分析で検証されている

12-13。その結果、多剤投薬は低い社会経済的

地位と関連していることが明らかとなって

いる。特に、教育水準が低い人たちは、高い

教育水準の人たちと比較して、多剤投薬を

受ける可能性が 21％高かった 13。資産や社

会階級も多剤投薬と有意な関連性を認めた

が、収入、職業、雇用と多剤投薬との関連性

については、統計学的に有意な結果ではな

かった（ただし、この系統的レビューに含ま

れる大部分の研究が教育を社会経済地位の

指標として使用しており、他の指標を用い

ている研究は少なかったことに留意）。本研

究の被保護者の学歴は高校卒が一番多かっ

た（10名）が、必ずしも教育水準が低いと

は言えず、海外の知見とは一致していなか

った。日本においても社会経済的地位と多

剤投薬の関係性の検証が望まれる。 

多様な疾患を抱える患者の多剤投薬の経

験について 13 の質的研究を統合した研究

では、次のことが明らかになっている 14：

①多剤投薬を受けている患者は、薬剤情報

を必要して評価する点において他とは異な

った集団である、②患者は薬剤遵守の重要

性を認識しているが、それを実現するのは

難しい、③薬剤に関する意思決定は複雑で

ある、④患者―医師間のコミュニケーショ

ンには複数の関係要因が影響しており、こ

れらの要因は患者が重要な情報を伝えるの

を妨げる可能性がある、⑤多剤投薬は患者

の生活と自己認識に影響を与え、多剤投薬

に関する課題は薬剤服用だけの問題に限定

されない。以上のことからも、被保護者への

多剤投薬指導のみで多剤投薬の改善

（deprescribing）を促すことは難しいと考え

られる。 

被保護者の多剤投薬、重複投薬を改善し

ていくためには、「A.研究目的」で述べた現

行の事業とともに、被保護者健康管理支援

事業の一環として新たに提起された取り組

みを福祉事務所が推進していくことが必要

であろう。この新たな取り組みである令和 5

年度「医療扶助適正化等事業」では、福祉事

務所がレセプト点検により多剤投薬が疑わ

れる者を抽出し、該当の被保護者について

薬剤師と協議を行い、受診や薬局の利用方

法などに関する訪問指導を行うとともに、

医療機関等への受診に同行し、主治医との

投薬方針を検討するという支援である 1。薬

剤師も被保護者健康管理支援事業に参画す

ることは、被保護者の多剤投薬、重複投薬へ

の対応に大きく貢献することが期待される。 

本研究の限界として、関西地方の中核市

である 1 都市の被保護者のデータを用い、

かつ医療扶助レセプト点検で確認された多

剤投薬者の中から分析対象者を選定したた

め、転用可能性（特定の状況や調査協力者を

対象として得られた結果が、異なる状況や

調査対象者に対しても適用できる程度）が

低い可能性が挙げられる。また、分析対象者

のケース記録から調査項目を抽出したが、

保護歴が長期にわたる分析対象者の場合は

膨大なケース記録の一部を閲覧したため、

分析結果に多少偏りがあるかもしれない。 

特に「他者との交流」については、2023 年

度のケース記録からの情報を抽出したため、

他者との交流の変遷を描写することができ



別添４−１ 
令和５年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業） 

分担研究報告書 

 
 

- 39 - 

なかった。 

 
Ｅ．結論 
本研究は、関西地方の中核市の医療扶助

レセプトデータならびにケース記録を用い

て被保護者の多剤投薬、重複投薬について

詳細な実態を明らかとした。本研究でも、一

般患者集団と同様に、被保護者の多剤投薬

に疾患数が関係しており、既往歴として整

形外科系疾患や精神科系疾患が多い状況が

見出された。 
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Ｆ．健康危険情報 
 なし 

Ｇ．研究発表 
1．論文発表 

 なし 

2．学会発表 
 なし 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む） 

1．特許取得 
該当なし 

2．実用新案登録 
該当なし 

3．その他 
 該当なし 
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